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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第27期
第２四半期
累計期間

第28期
第２四半期
累計期間

第27期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 338,391 480,072 739,157

経常利益又は経常損失(△) (千円) △53,654 17,102 △114,156

四半期純利益又は
四半期（当期）純損失(△)

(千円) △54,147 16,950 △114,460

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 479,481 523,464 479,481

発行済株式総数 (株) 23,102,800 23,842,000 23,102,800

純資産額 (千円) 409,311 448,241 340,888

総資産額 (千円) 1,534,445 1,297,671 1,319,421

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期（当期）純損失金額(△)

(円) △2.34 0.72 △4.95

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.7 34.4 25.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △59,399 30,111 △25,477

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △30,914 △9,601 △14,968

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 58,945 △49,467 △35,815

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 725,842 651,991 680,948
 

　

回次
第27期
第２四半期
会計期間

第28期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △0.88 0.48
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

　　４　第27期第２四半期累計期間及び第27期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１

株当たり四半期(当期)純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第

28期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

５　第28期第２四半期累計期間における純資産額の大幅な増加は、平成28年５月13日を払込期日として行った

　　　第三者割当増資等によるものです。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

当社は、前事業年度までに、連続の営業キャッシュフローのマイナスを計上し、前事業年度において、重要な営業

損失を計上いたしました。当第２四半期累計期間においては、23,175千円の営業利益を計上しておりますが、安定的

に営業利益を計上しうる業績基盤の構築については、道半ばにあるといえます。

　このため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、政府による成長戦略や金融緩和を背景に企業収益や雇用・所得環

境に改善がみられ、緩やかな回復基調を示したものの、中国をはじめとしたアジア新興国や資源国等における景気の

下振れリスクが継続するなど、先行きが不透明な状況で推移いたしました。

　このような環境の下、当社は安定的な収益が確保できる体制を強化するためローコスト体質を維持しながら、ix-

boardやDPS-150といった小型表示機を活用した機器リース事業や運営事業の中でもSNS関連事業の拡大を中心に展開す

ることに加え、需要拡大が見込める大型ビジョンの販売展開を図ってまいりました。

機器リース事業につきましては、外国人観光客向けの販促サービスとして飲食店などを中心に契約増大しており、

今後も引き続き期待できる状況となっています。

　運営事業につきましては、簡易映像制作ソフト「TemPo、iTemPo」やSNS関連事業が堅調に推移しており、今後も安

定した収益が見込めます。

　情報機器事業につきましては、中国製LED表示機を取り扱うことになったことからマーケットが拡大しており、前年

同期と比べると大幅に売上増となりました。

以上の結果、売上高480,072千円（前年同四半期比141,681千円増）となり、営業利益23,175千円（前年同四半期は

営業損失47,717千円）、経常利益17,102千円（前年同四半期は経常損失53,654千円）、四半期純利益は16,950千円

（前年同四半期は四半期純損失54,147千円）となりました。

 
(2)財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末の流動資産は、前事業年度末比3,522千円減の1,082,211千円となりました。その主な

要因は、売上増大に伴い売掛金が増加したものの、借入金の返済、仕入債務の支払いにより現金及び預金が減少

したことによるものです。

　固定資産は、前事業年度末比18,227千円減の215,460千円となりました。その主な要因は、工具、器具及び備

品、レンタル資産が減価償却により減少したことによるものです。

（負債）　

当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末比129,102千円減の849,430千円となりました。その主な

要因は、借入金の減少によるものです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末比107,353千円増の448,241千円となりました。その要

因は、第三者割当増資による資本金、資本剰余金の増加、新株予約権の発行及び四半期純利益の計上によるもの

です。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ28,957千円減少し、

651,991千円となりました。

　当第２四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの主な増減要因は以下のとおりです。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益17,102千円の計上と、レンタル資産等の減価償却費32,700千円等により30,111千円の収

入（前年同四半期は59,399千円の支出）となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出3,150千円等により9,601千円の支出（前年同四半期は30,914千円の支出）と

なりました。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入87,064千円があったものの、社債の償還による支出30,000千円及び長期借入金の返済

による支出103,080千円、リース債務の返済による支出6,243千円等により49,467千円の支出（前年同四半期は

58,945千円の収入）となりました。

 

(4)重要事象等について

　「１ 事業等のリスク」に記載しておりますとおり、前事業年度までに、連続の営業キャッシュ・フローのマイ

　ナスを計上し、前事業年度において、重要な営業損失を計上いたしました。このため、継続企業の前提に重要

な　

　疑義を生じさせる状況が存在しておりますが、当該状況を解消すべく機器リース事業の展開による成長基盤の確

　立や全社的なコスト構造の見直しによる収益性の改善、および資本の増強による安定的な財務基盤の実現等の経

　営改善策を引き続き実施していることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断して

 おります。

 
(5)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(6)研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は2,400千円であります。

なお、当第２四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7)従業員数

当第２四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 

(8)生産、受注及び販売の実績

当第２四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(9)主要な設備

当第２四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい

変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,842,000 23,842,000
東京証券取引所
JASDAQ市場

（スタンダード）
単元株式数は100株であります。

計 23,842,000 23,842,000 ― ―
 

 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次の通りであります。

 

決議年月日 平成28年７月７日

新株予約権の数（個） 23,500（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,350,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 115（注）２

新株予約権の行使期間 平成29年７月１日～平成33年７月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

　　　　　　　　発行価格　 　 115　　
　　　　　　　　資本組入額 （注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５
 

（注）１．　新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100

　　　　　　株とする。

　　　　　　　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。

　　　　　　以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整

　　　　　　は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行

　　　　　　われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

　　　　　　　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これ

　　　　　　らの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整され

　　　　　　るものとする。

　　　 ２．　本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整
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　　　　　　し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　　　　　　　　　　調整後行使価額＝調整前行使価額 ×――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割（または併合）の比率

　　　　　　　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己

　　　　　　株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による

　　　　　　自己株式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

　　　　　　上げる。

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
１株あたり
払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

 

　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

　　　にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新

　　　規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　　　　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

　　　他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の

     調整を行うことができるものとする。

３．（１）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

　　　　　　第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が

　　　　　　生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

　　（２）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記３．（１）

　　　　　　記載の資本金等増加限度額から、上記３．（１）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．（１）新株予約権者は、平成29 年３月期から平成31年３月期の３事業年度において、いずれかの期における

　　　　　　当社の営業利益の金額が70 百万円を超過した場合に限り、本新株予約権を行使することができる。

　　　　　　なお、上記の営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損益

　　　　　　計算書を作成している場合、連結損益計算書）における営業利益の金額を参照するものとし、国際財

　　　　　　務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指

　　　　　　標を取締役会で定めるものとする。

　　　（２）新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においては、当社または当社子会社の役員または従業員

　　　　　　であることを要しないものとする。ただし、新株予約権者が解任または懲戒解雇された場合など、新

　　　　　　株予約権者が本新株予約権を保有することが適切でないと当社取締役会が判断したときには、本新株

　　　　　　予約権を行使できないものとする。

　　　（３）新株予約権者が死亡した場合には、当該新株予約権者の法定相続人のうち１名に限り、当該新株予約

　　　　　　権者の権利を相続することができるものとする。

　　　（４）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

　　　　　　となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

　　　（５）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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５．　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

　　　転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に

　　　新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

　　　（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

　　　　ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

　　　吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　　　（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　　　新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　　　（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　　　　再編対象会社の普通株式とする。

　　　（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　　　組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注）１．に準じて決定する。

　　　（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

　　　　　　え、上記（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（注）５．

　　　　　　（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

　　　（５）新株予約権を行使することができる期間

　　　　　　上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれ

　　　　　　か遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

　　　（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　　上記（注）３．に準じて決定する。

　　　（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　　　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

　　　（８）その他新株予約権の行使の条件

　　　　　　上記（注）４．に準じて決定する。

　　　（９）新株予約権の取得事由及び条件

　　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

　　　　　　　計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

　　　　　　　（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

　　　　　　　別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

　　　　　　②新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注）４．に定める規定により本新株予約権の行使がで

　　　　　　　きなくなった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

　　　（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

アビックス株式会社(E02096)

四半期報告書

 8/22



 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年９月30日    ― 23,842,000 ― 523,464 ― 43,982
 

 

 

(6) 【大株主の状況】

 

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

熊　 﨑　　友 　久 神奈川県三浦郡葉山町 2,316,300 9.71

時　 本 　豊 　太 　郎 神奈川県横浜市西区 1,278,000 5.36

河　 野　　芳 　隆 東京都港区 964,900 4.04

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 632,100 2.65

渡 　邊　　悦　 子 岡山県岡山市中区 436,900 1.83

インターウォーズ株式会社
東京都中央区銀座６丁目13－16
銀座ウォールビル９F　　　　　　　　　

380,000 1.59

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS

ACCOUNT ESCROW

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部）

5TH FLOOR,TRINITY TOWER 9,THOMAS MORE
STREET LONDON, E1W 1YT,UNITED KINGDOM
（東京都港区港南２丁目15－１）

307,600 1.29

日本企業投資株式会社
東京都中央区日本橋２丁目15－５
PMO日本橋２丁目８階

305,000 1.27

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 273,900 1.14

山 　田　　充 　男 千葉県市川市 229,700 0.96

計 ― 7,124,400 29.88
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
　普通株式

23,841,100
238,411

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

単元未満株式 900 ― ―

発行済株式総数 23,842,000 ― ―

総株主の議決権 ― 238,411 ―
 

 
 
 

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成28年７月１日から平成28年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 680,948 651,991

  受取手形及び売掛金 128,366 154,834

  商品及び製品 183,013 190,043

  仕掛品 - 352

  原材料及び貯蔵品 63,416 66,572

  前払費用 6,779 8,957

  その他 23,752 9,956

  貸倒引当金 △543 △497

  流動資産合計 1,085,733 1,082,211

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備（純額） 707 654

   工具、器具及び備品（純額） 29,164 25,536

   レンタル資産（純額） 97,786 90,305

   リース資産（純額） 51,996 42,559

   有形固定資産合計 179,654 159,056

  無形固定資産 17,214 14,369

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,638 6,378

   その他 31,694 36,169

   貸倒引当金 △514 △514

   投資その他の資産合計 36,818 42,034

  固定資産合計 233,687 215,460

 資産合計 1,319,421 1,297,671

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 28,008 40,451

  1年内返済予定の長期借入金 203,480 172,400

  1年内償還予定の社債 60,000 60,000

  未払法人税等 933 907

  未払消費税等 4,154 7,346

  製品保証引当金 66 26

  その他 50,409 46,539

  流動負債合計 347,052 327,671

 固定負債   

  社債 90,000 60,000

  長期借入金 496,100 424,100

  その他 45,380 37,658

  固定負債合計 631,480 521,758

 負債合計 978,532 849,430
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 479,481 523,464

  資本剰余金 - 43,982

  利益剰余金 △138,502 △121,552

  株主資本合計 340,978 445,894

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △90 △2

  評価・換算差額等合計 △90 △2

 新株予約権 - 2,350

 純資産合計 340,888 448,241

負債純資産合計 1,319,421 1,297,671
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 338,391 480,072

売上原価 148,012 244,762

売上総利益 190,378 235,310

販売費及び一般管理費 ※１  238,095 ※１  212,134

営業利益又は営業損失（△） △47,717 23,175

営業外収益   

 受取利息 84 26

 受取配当金 - 12

 受取手数料 338 30

 その他 51 47

 営業外収益合計 474 116

営業外費用   

 支払利息 4,846 4,750

 社債利息 716 380

 株式交付費 - 970

 その他 848 87

 営業外費用合計 6,411 6,189

経常利益又は経常損失（△） △53,654 17,102

税引前四半期純利益又は
税引前四半期純損失（△）

△53,654 17,102

法人税、住民税及び事業税 493 152

法人税等合計 493 152

四半期純利益又は四半期純損失（△） △54,147 16,950
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税引前四半期純利益又は
税引前四半期純損失（△）

△53,654 17,102

 減価償却費 29,579 32,700

 ソフトウエア償却費 2,560 2,844

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △159 △45

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △76 △39

 受取利息及び受取配当金 △84 △39

 支払利息 4,846 4,750

 社債利息 716 380

 株式交付費 - 970

 売上債権の増減額（△は増加） 32,921 △26,468

 たな卸資産の増減額（△は増加） ※2  △32,875 ※2  △19,771

 仕入債務の増減額（△は減少） △21,733 12,443

 未払金の増減額（△は減少） △443 △4,013

 未払消費税等の増減額（△は減少） △14,444 3,191

 その他 △13 11,778

 小計 △52,862 35,785

 利息及び配当金の受取額 84 39

 利息の支払額 △5,286 △5,115

 法人税等の支払額 △1,336 △597

 営業活動によるキャッシュ・フロー △59,399 30,111

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △23,797 △608

 有形固定資産の取得による支出 △4,501 △2,880

 無形固定資産の取得による支出 - △3,150

 その他 △2,614 △2,963

 投資活動によるキャッシュ・フロー △30,914 △9,601

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 200,000 -

 長期借入金の返済による支出 △110,628 △103,080

 社債の償還による支出 △30,000 △30,000

 株式の発行による収入 - 87,064

 新株予約権の発行による収入 - 2,279

 セール・アンド・リースバックによる収入 4,299 511

 リース債務の返済による支出 △4,725 △6,243

 財務活動によるキャッシュ・フロー 58,945 △49,467

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31,368 △28,957

現金及び現金同等物の期首残高 757,210 680,948

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  725,842 ※1  651,991
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【注記事項】

(会計方針の変更)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第２四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額はありません。　

 

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半期会

計期間から適用しております。

 
 (四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

役員報酬 31,580千円 29,080千円

給料手当 58,495千円 55,294千円

賞与 12,599千円 11,674千円

荷造運賃 5,194千円 6,021千円

広告宣伝費 24,509千円 2,329千円

支払手数料 33,556千円 28,557千円

支払地代家賃 13,738千円 13,891千円

研究開発費 1,153千円 2,400千円

減価償却費 1,945千円 1,613千円

貸倒引当金繰入額 △159千円 △45千円

製品保証引当金繰入額 △76千円 △39千円
 

 

 (四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

です。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金 725,842千円 651,991 千円

現金及び現金同等物 725,842千円 651,991 千円
 

 

※２　(前第２四半期累計期間)

営業活動によるキャッシュ・フローのたな卸資産の増減額には、たな卸資産からレンタル資産（有形固定資

産）への振替金額17,697千円が含まれています。

　

(当第２四半期累計期間)　

営業活動によるキャッシュ・フローのたな卸資産の増減額には、たな卸資産からレンタル資産（有形固定資

産）への振替金額9,233千円が含まれています。
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 (株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年５月13日付で、第三者割当増資の払込を受けました。この結果、当第２四半期累計期間にお

いて資本金43,982千円、資本準備金が43,982千円増加し、当第２四半期会計期間末において資本金が523,464千

円、資本準備金が43,982千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

　当社は電子広告看板の製造、販売、運営及びアフターサービスを主な事業とする単一セグメントであるため、事業の

種類別セグメント情報は記載しておりません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

　当社は電子広告看板の製造、販売、運営及びアフターサービスを主な事業とする単一セグメントであるため、事業の

種類別セグメント情報は記載しておりません。
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 (１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

（1）１株当たり四半期純利益金額又は
     １株当たり四半期純損失金額（△）

△２円  34銭 ０ 円  72銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) △54,147 16,950

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額又は
　 四半期純損失金額（△）(千円)

△54,147 16,950

    普通株式の期中平均株式数(株) 23,102,800 23,672,348
 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期累計期間においては、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため、当第２四半期累計期間においては、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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 (重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月10日

アビックス株式会社

取締役会  御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   由　　水　　雅　　人   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   倉　　本　　和　　芳　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアビックス

株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第２８期事業年度の第２四半期会計期間（平成２８年

７月１日から平成２８年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アビックス株式会社の平成２８年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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